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① 印刷設定（プリンタプロパティ）画面一例（注：プリンタにより表示は異なります） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①【印刷設定】原稿サイズ：A4 / 印刷用紙サイズ：A3 / 仕上げ：両面（製本） 

② A3サイズの見開き両面印刷（A4×4ページ）で2 部作成のうえ、2 部ともご提出ください。 

注1）A4複数枚のクリップ留めは受領できません。 

注2）A4複数枚の製本綴じの場合は「契印」も必要です。 

両面（製本）設定 
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② A3サイズの見開き両面印刷（A4×4ページ）仕上がりイメージ 
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＜記入要領＞ 

認 定 契 約 書 
 
 (法人名)登記された法人名称（登記簿上の名称）を記入 (以下、「甲」という)と、公益財団法人 日本適合性認

定協会(以下、「乙」という)は、甲が乙から認定サービスの提供を受けるに当たって、甲乙合意の下に、次のとお

り契約(以下、「本契約」という)を締結する。 
 
(適用) 
第１条 本契約は、甲に属する （適合性評価機関の名称）認定申請書上で機関の名称に該当する名称を記入 

が、乙から適合性評価機関としての認定を受けるための申請及び認定に係る事項の全てに適用する。 
 

(乙の規則) 
第２条 乙は、乙が提供する認定サービスに適用する基準、手順、指針、規定、規則、及び通知文書(以下、総称

して「乙の規則」という)を、制定、又は改定される度に乙から甲に書面(電子文書を含む。以下同様)で
通知する(乙のウェブサイトにおいて閲覧可能とされることも含む。以下同様)。 
なお、本契約に適用する乙の規則には、本契約締結後に制定、又は改定される最新版も含まれる。 

２  甲は、適合性評価機関としての組織構成と業務運営を乙の規則に適合させるほか、乙の規則に定める権

利を有し義務を負う。 
３  甲が認証機関の場合は、認定された範囲内で、非認定の認証文書又は証明書を発行してはならない。 

 
(認定審査) 
第３条 甲は、乙の規則及び本契約に基づき、乙が必要と認めた場合に実施する全般的又は部分的審査(以下、

「認定審査」という)を乙が指定する時期を含めて受け入れ、要請に応じて乙及び乙が指名する者に必

要な便宜及び協力を最大限提供する。必要な便宜及び協力には次のことに応じることが含まれる。 
なお、乙の立会いに関し、甲に認証又は妥当性確認・検証目的で審査を受ける組織並びに検査を受ける

組織(以下、「依頼者」という)からの事前了解は、甲が取得する。 
ⅰ）乙へ認定を申請している又は乙から認定を受けている甲の適合性評価活動を実施する全ての施設へ

の立入り 
ⅱ）乙が認定審査に必要と認めた文書の提出及び調査 
ⅲ）乙が認定審査に必要と認めた記録の提出及び閲覧 
ⅳ）要員への接触と個人面接 
ⅴ）甲による依頼者に対する審査への立会い 
ⅵ）認定審査に関係のある情報入手 
ⅶ）甲が実施する適合性評価活動への立会い及びその実施に必要な法的に拘束力のある依頼者との取り

決め 
ⅷ）甲のサイトであるか否かに関わらず、乙が認定審査のために立入りを行うサイトにおける乙の安全

確保のための必要な情報及び便宜の提供 
２  甲は、甲が依頼者の場所で実施する適合性評価活動を乙が審査するために、要請に応じて依頼者が 

乙及び乙が指名する者にアクセスを与えることを約する法的に拘束力のある取決めを依頼者と締結す 
る。 

３  乙は認定審査を実施するときには、十分な期間をもって甲に通知する。ただし、利害関係者からの機 
関に対する苦情、第８条及び第９条に定める変更、又は第１０条第２項に係る甲の認定の表示、表明 
等の結果として臨時に行う認定審査において、乙が必要と認める場合には、この通知期間を短縮する場 
合がある。 

４  第１項及び第２項に規定する乙が指名する者には、乙の国際的な認定機関との相互承認グル－プ又は 
二者間での相互承認維持の為に必要な関係者を含む。 
 

(中略) 
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 (反社条項) 
第１６条  乙は、甲又は甲の下請負者及びその代表者、責任者、実質的に経営権を有する者(下請負が数次にわた

るときはその全てを含む)が次の各号の一に該当する場合、何らの催告を要さずに、本契約を解除す

ることができる。 
ⅰ）暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力(以下、まと 

めて「反社会的勢力」という)に属すると認められるとき 
ⅱ）反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 
ⅲ）反社会的勢力を利用していると認められるとき 
ⅳ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められ 
    るとき 
ⅴ）反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
ⅵ）自ら又は第三者を利用して、乙又は乙の関係者に対し、詐術、暴力的行為、又は脅迫的言辞を 
    用いたとき 

２  乙は、前項の規定により、本契約を解除した場合には、甲に損害が生じても乙は何らこれを賠償ない

し補償することは要せず、また、かかる解除により乙に損害が生じたときは、甲はその損害を賠償す

るものとする。賠償額は甲乙協議して定める。 
 

(契約終了後の責務) 
第１７条 第４条及び第７条の規定は、本契約の終了後においても有効に存続する。 

また、本契約が終了した時点で、本契約の有効期間内に発生した債権債務、履行責務で未履行のもの

がある場合、本契約のうち該当する部分について、履行完了まで有効に存続する。 
 
(管轄と準拠法) 
第１８条  本契約は、日本国の法律に従って解釈される。本契約に関して訴訟を提起する必要が生じた場合は、 

東京地方裁判所又は東京簡易裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
 
(協議) 
第１９条 本契約に関し、当事者間で疑義が生じた場合、又は本契約に定めのない事項等が生じた場合は、甲乙

双方で十分に協議の上、その解決にあたる。 
 
本合意の証とするため、本契約書二通を作成し、甲及び乙は各々記名押印の上、各一通を保有する。 
 

      年   月   日 
年月日は空欄で提出（申請受理時にJABで記入） 

 
甲：  （法人住所）登記された法人住所（登記簿上の主事務所住所）を記入 
      （法人名）  登記された法人名称（登記簿上の名称）を記入 
 
 （法人代表者氏名） 
   登記された代表権を持つ方の氏名を記入し役職の印を押印 

   又は氏名を活字体で記入し捺印に代えて本人署名              印   
 
乙： 東京都港区芝4丁目2番3号 
   公益財団法人 日本適合性認定協会  
 
 
 

  理事長   飯塚 悦功            印   
 


